
 

 

 

 

 

市第 53 号議案関連資料 
 

令和４年度横浜市一般会計補正予算（第３号）政策局関係部分について 
 

 

１ 歳入歳出予算補正 
 

（１）歳入補正 

 
 

ア 補正理由 

新型コロナウイルス感染症への対応や原油価格・物価高騰を踏まえた経済支援の実施などに取り組むため、国から示された 

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」のうち、留保していた 79 億 1,680 万円全額を計上します。 
 

イ 補正額                                          （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計 

18 国庫支出金 ２ 国庫補助金 16 新型コロナウイルス感染症 

対応地方創生臨時交付金 
15,870,551 7,916,809 23,787,360 

 
 

 

 

 

 

 

政策・総務・財政委員会資料 
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（参考）充当予定事業 

事業名 所管局 事業費 

新型コロナウイルス感染症対策 

 重症・中等症患者等入院受入奨励事業 医療局 4 億 3,100 万円 

保育・教育施設等に対する抗原検査事業 こども青少年局 9,800 万円 

病児・病後児保育事業 こども青少年局 7,700 万円 

救急搬送受入促進事業（二次救急医療対策事業） 医療局 7,500 万円 

修学旅行等支援事業 教育委員会事務局 7,500 万円 

学校環境整備費（環境衛生検査費） 教育委員会事務局 2 億円 

原油価格・物価高騰対策 

 

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業 こども青少年局 13 億 6,600 万円 

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業 健康福祉局 42 億 8,100 万円 

民間社会福祉施設整備における建築資材価格高騰対策支援事業 
健康福祉局 

こども青少年局 
4 億 5,000 万円 

タクシー事業者支援事業 都市整備局 7,200 万円 

乗合バス事業者等支援事業 道路局 8,100 万円 

公衆浴場燃料価格等高騰対策臨時支援事業 健康福祉局 3,200 万円 

港湾運送事業者支援事業 港湾局 2,100 万円 

横浜経済の活性化関連 

 

レシートを活用した市民・事業者支援事業 経済局 14 億 8,500 万円 

市内観光復興支援事業 文化観光局 2 億 700 万円 

ＭＩＣＥ誘致・開催支援事業 文化観光局 1 億円 

三渓園施設整備等支援事業 文化観光局 1 億円 

スタートアップ社会実装推進事業 経済局 1 億 6,000 万円 

ＤＸ推進など将来を見据えた施策の展開 

 ＳＤＧｓ未来都市推進プロジェクト事業 温暖化対策統括本部 2,000 万円 

区役所デジタル化推進事業 デジタル統括本部 2 億 7,000 万円 

地域ケアプラザ等におけるＩＣＴを活用した相談支援等促進事業 健康福祉局 4,200 万円 

高齢者施設等におけるＩＣＴ機器及び介護ロボット導入補助事業 健康福祉局 1 億円 

オンライン授業用機器の導入（教育用コンピュータ整備事業（小・中）） 教育委員会事務局 6 億 9,200 万円 

学習者用デジタル機器の導入（教育用コンピュータ整備事業（高・特支）） 教育委員会事務局 5 億 2,700 万円 

計 109 億 6,000 万円 

※ 事業費計 109 億 6,000 万円のうち、79 億 1,680 万円が新型コロナウイルス感染症地方対応創生臨時交付金の活用額となります。 
差額は一般財源の前年度繰越金を活用します。 

※ 各項目で四捨五入等を行っているため、合計が一致しない場合があります。 
  ※ 上記の充当予定事業については、それぞれの局を所管する委員会に付託されています。 


